大阪府条例第　　　号

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
（職員の給与に関する条例の一部改正）
第一条　職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（給料）

第二条　職員（非常勤職員（法第二十八条の五第

一項、地方公務員の育児休業等に関する法律

（平成三年法律第百十号。以下「育児休業法」

という。）第十八条第一項又は一般職の任期付

職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府

条例第八十六号）第四条各項の規定により採用

された職員を除く。）を除く。以下同じ。）に

は、職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条

例（平成七年大阪府条例第四号。以下「勤務時

間条例」という。）第二条から第四条までの規

定により定められる勤務時間（以下「正規の勤

務時間」という。）による勤務に対し、給料を

支給する。
（へき地手当）

第十七条　（略）

２・３　（略）

４　へき地学校の級別は、へき地学校の所在地の

へき地条件の程度の軽重に応じて一級から五

級までとし、当該級別に応ずる支給割合は、次
に定めるところによる。

一―五　（略）

５　（略）

別表第七　等級別基準職務表（第四条関係）

　一　（略）　
（略）

　　 備考

　　　 １　（略）

　　　 ２　この表において「本庁」とは、地方自治法

第百五十八条第一項の規定により条例で設

けられた内部組織及び同法第百七十一条第
五項の規定により規則で設けられた組織を
いう。

　　　 ３　（略）

二―五　（略）
六　高等学校等教育職給料表等級別基準職務表
職務の級

基準となる職務

（略）

（略）

３級
１　（略）

２　相当高度の知識又は経験を

必要とする指導主事又は社会

教育主事の職務
４級

１　（略）

２　高度の知識又は経験を必要

とする指導主事又は社会教育

主事の職務
七　小学校・中学校教育職給料表等級別基準職

　務表

職務の級

基準となる職務

（略）

（略）

３級
１　（略）

２　相当高度の知識又は経験を

必要とする指導主事又は社会

教育主事の職務
４級

１　（略）

２　高度の知識又は経験を必要

とする指導主事又は社会教育

主事の職務
　八　（略）
	（給料）

第二条　職員（非常勤職員（法第二十八条の五第

一項、地方公務員の育児休業等に関する法律

（平成三年法律第百十号。以下「育児休業法」

という。）第十八条第一項又は一般職の任期付

職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府

条例第八十六号）第四条各項の規定により採用

された職員を除く。以下同じ。））には、職員

の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成

七年大阪府条例第四号。以下「勤務時間条例」

という。）第二条から第四条までの規定により

定められる勤務時間（以下「正規の勤務時間」

という。）による勤務に対し、給料を支給する。

（へき地手当）

第十七条　（略）

２・３　（略）
４　へき地学校の級別は、へき地学校の所在地の

へき地条件の程度の軽重に応じて一級から五
級までとし、当該級別に応ずる支給割合は、次
の各号に定めるところによる。

一―五　（略）
５　（略）
別表第七　等級別基準職務表（第四条関係）

　一　（略）　
（略）

　　 備考
　　　 １　（略）

　　　 ２　この表において「本庁」とは、地方自治法
第百五十八条第一項の規定により条例で設
けられた内部組織及び同法百七十一条第五
項の規定により規則で設けられた組織をい
う。
　　　 ３　（略）

二―五　（略）
六　高等学校等教育職給料表等級別基準職務表
職務の級

基準となる職務

（略）

（略）

３級
１　（略）

２　相当高度の知識又は経験を

必要とする指導主事又は社会

教育主事
４級
１　（略）

２　高度の知識又は経験を必要
とする指導主事又は社会教育
主事
七　小学校・中学校教育職給料表等級別基準職
　務表

職務の級

基準となる職務

（略）

（略）

３級
１　（略）

２　相当高度の知識又は経験を

必要とする指導主事又は社会

教育主事

４級

１　（略）

２　高度の知識又は経験を必要
とする指導主事又は社会教育
主事

　八　（略）

	
	


第二条　職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

　　別表第一から別表第六までを次のように改める。
第三条　職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（扶養手当）
第十三条　扶養手当は、扶養親族のある職員に対

して支給する。ただし、次項第一号及び第三号

から第六号までのいずれかに該当する扶養親

族（以下「扶養親族たる配偶者、父母等」とい

う。）に係る扶養手当は、行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が七級以上であ

るもの及び同表以外の各給料表の適用を受け

る職員でその職務の級がこれに相当するもの

として人事委員会規則で定める職員に対して

は、支給しない。
２　（略）
一　（略）
二　二十二歳に達する日以後の最初の三月三

十一日までの間にある子

三　二十二歳に達する日以後の最初の三月三

十一日までの間にある孫
四―六　（略）
３　扶養手当の月額は、扶養親族たる配偶者、父

母等については一人につき六千五百円（行政職

給料表の適用を受ける職員でその職務の級が

六級であるもの及び同表以外の各給料表の適

用を受ける職員でその職務の級がこれに相当

するものとして人事委員会規則で定める職員

にあつては、三千五百円）、前項第二号に該当

する扶養親族（以下「扶養親族たる子」とい

う。）については一人につき一万円とする。
４・５　（略）
	（扶養手当）
第十三条　扶養手当は、扶養親族のある職員に対

して支給する。
２　（略）
一　（略）
二　二十二歳に達する日以後の最初の三月三

十一日までの間にある子及び孫
三―五　（略）
３　扶養手当の月額は、前項第一号に該当する扶

養親族については一万三千八百円、同項第二号

から第五号までに該当する扶養親族について

は一人につき六千五百円（職員に配偶者がない

場合にあつては、そのうち一人については一万

千円）とする。

４・５　（略）

	
	


（職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例の一部改正）

第四条　職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例（昭和三十九年大阪府条例第四十五号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（勤勉手当）

第五条　（略）

２　（略）

　一　（略）

　　イ　ロに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に百分の八十五（特定管理職員にあつては、百分の百五）を乗じて得た額の総額

　　ロ　指定職給料表適用職員　当該職員の勤勉手当基礎額に百分の九十二・五を乗じて得た額の総額

　二　（略）

　　イ　ロに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に百分の四十（特定管理職員にあつては、百分の五十）を乗じて得た額の総額

　　ロ　指定職給料表適用職員　当該職員の勤勉手当基礎額に百分の四十七・五を乗じて得た額の総額

３―６　（略）
	（勤勉手当）

第五条　（略）

２　（略）

　一　（略）

　　イ　ロに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に百分の八十（特定管理職員にあつては、百分の百）を乗じて得た額の総額

　　ロ　指定職給料表適用職員　当該職員の勤勉手当基礎額に百分の八十七・五を乗じて得た額の総額

　二　（略）

　　イ　ロに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に百分の三十七・五（特定管理職員にあつては、百分の四十七・五）を乗じて得た額の総額

　　ロ　指定職給料表適用職員　当該職員の勤勉手当基礎額に百分の四十五を乗じて得た額の総額

３―６　（略）

	
	


（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正）

第五条　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成十三年大阪府条例第七十号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（給与条例等の適用除外等）

第六条　（略）

２　（略）

３　第一号任期付研究員及び第二号任期付研究
員に対する職員の期末手当及び勤勉手当に関
する条例第二条第二項及び第五項の規定の適
用については、同条第二項中「百分の百二十
二・五」とあるのは「百分の百六十二・五」と、
「百分の百三十七・五」とあるのは「百分の百
六十二・五」と、同条第五項中「同項第二号か
ら第五号までに規定する給料表」とあるのは
「同項第二号から第五号まで並びに一般職の
任期付研究員の採用等に関する条例（平成十三
年大阪府条例第七十号）第五条第一項及び第二
項に規定する給料表」とする。
	（給与条例等の適用除外等）

第六条　（略）

２　（略）

３　第一号任期付研究員及び第二号任期付研究
員に対する職員の期末手当及び勤勉手当に関
する条例第二条第二項及び第五項の規定の適
用については、同条第二項中「百分の百二十
二・五」とあるのは「百分の百五十七・五」と、
「百分の百三十七・五」とあるのは「百分の百
五十七・五」と、同条第五項中「同項第二号か
ら第五号までに規定する給料表」とあるのは
「同項第二号から第五号まで並びに一般職の
任期付研究員の採用等に関する条例（平成十三
年大阪府条例第七十号）第五条第一項及び第二
項に規定する給料表」とする。

	
	


第六条　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（給与の特例）

第五条　（略）

給料月額

円

402,000

466,000

531,000

613,000

715,000

817,000

号給

１

２

３

４

５

６

２　（略）

給料月額

円

334,000

372,000

400,000

号給

１

２

３

３―６　（略）
	（給与の特例）

第五条　（略）

給料月額

円

403,000

467,000

532,000

615,000

717,000

819,000
号給

１

２

３

４

５

６

２　（略）

給料月額

円

335,000

373,000

401,000

号給

１

２

３

３―６　（略）

	
	


（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）

第七条　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	第八条　（略）

２　（略）

３　特定任期付職員に対する職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例第二条第二項及び第五項の規定の適用については、同条第二項中「百分の百二十二・五」とあるのは「百分の百六十二・五」と、「百分の百三十七・五」とあるのは「百分の百六十二・五」と、同条第五項中「同項第二号から第五号までに規定する給料表」とあるのは「同項第二号から第五号まで及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六号）第七条第一項に規定する給料表」とする。

４　（略）
	第八条　（略）

２　（略）

３　特定任期付職員に対する職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例第二条第二項及び第五項の規定の適用については、同条第二項中「百分の百二十二・五」とあるのは「百分の百五十七・五」と、「百分の百三十七・五」とあるのは「百分の百五十七・五」と、同条第五項中「同項第二号から第五号までに規定する給料表」とあるのは「同項第二号から第五号まで及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六号）第七条第一項に規定する給料表」とする。

４　（略）

	
	


第八条　一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（特定任期付職員の給与の特例）
第七条　（略）
給料月額

円

381,000

431,000

485,000

549,000

626,000

731,000

857,000
号給

１

２

３

４

５

６

７

２―５　（略）
	（特定任期付職員の給与の特例）
第七条　（略）
給料月額

円

382,000

432,000

486,000

550,000

628,000

733,000

859,000
号給

１

２

３

４

５

６

７

２―５　（略）

	
	


　　　附　則

（施行期日等）
１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

　一　第二条、第六条及び第八条の規定並びに附則第四項から第十項までの規定
　　　平成二十九年一月一日

　二　第三条の規定及び附則第十一項から第十三項までの規定　平成二十九年四
月一日

２　第四条の規定による改正後の職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例（以下「新期末勤勉手当条例」という。）、第五条の規定による改正後の一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（以下「第五条改正後任期付研究員条例」という。）及び第七条の規定による改正後の一般職の任期付職員の採用等に関する条例（以下「第七条改正後任期付職員条例」という。）の規定は、平成二十八年四月一日から適用する。
（内払）

３　新期末勤勉手当条例、第五条改正後任期付研究員条例又は第七条改正後任期付職員条例の規定を適用する場合においては、第四条の規定による改正前の職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例、第五条の規定による改正前の一般職の任期付研究員の採用等に関する条例又は第七条の規定による改正前の一般職の任期付職員の採用等に関する条例の規定に基づいて平成二十八年四月一日以後の分として支給された給与は、それぞれ新期末勤勉手当条例、第五条改正後任期付研究員条例又は第七条改正後任期付職員条例の規定による給与の内払とみなす。

（平成二十九年二月に支給する職員の給料月額に関する特例）

４　平成二十九年二月に支給する職員（臨時的任用職員を除く。以下同じ。）の給料月額は、第二条の規定による改正後の職員の給与に関する条例（以下「第二条改正後給与条例」という。）第三条から第七条まで及び職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成二十三年大阪府条例第十三号）附則第七項から第九項までの規定にかかわらず、これらの規定により職員が支給を受けるべき給料月額（以下「調整前の給料月額」という。）から、平成二十八年四月一日（同月二日から同年十二月三十一日までの期間において、職員として在職しなかった期間のある者又は職員であって適用される給料表並びにその職務の級及び号給がそれぞれ次の表のいずれかに該当する者からそれらの者以外の職員（以下「減額改定対象職員」という。）となったもの（以下「非在職期間を有する等の減額改定対象職員」という。）（同年四月一日に減額改定対象職員であった者で次項で定めるものを除く。）にあっては、その減額改定対象職員となった日（当該日が二以上あるときは、当該日のうち附則第六項で定める日））において減額改定対象職員が支給を受けるべき給料（第二条の規定による改正前の職員の給与に関する条例（以下「第二条改正前給与条例」という。）第八条第一項の給料の調整額を除く。）及びこれに対する地域手当の月額の合計額に百分の〇・三を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額。以下同じ。）に、同月から第二条の規定の施行の日（以下「施行日」という。）の属する月の前月までの月数（同年四月一日から施行日の前日までの期間において、附則第七項で定める職員として在職しなかった等の期間がある職員にあっては、当該月数から附則第八項で定める月数を減じた月数）を乗じて得た額に相当する額を減じた額とする。
	給料表
	職務の級
	号給

	行政職給料表
	一級
	一号給から三十六号給まで

	研究職給料表
	一級
	一号給から三十六号給まで

	医療職給料表（一）
	一級
	一号給から十二号給まで

	医療職給料表（二）
	一級
	一号給から三十二号給まで

	医療職給料表（三）
	一級
	一号給から三十二号給まで

	高等学校等教育職給料表
	一級
	一号給から三十二号給まで

	
	二級
	一号給から十六号給まで

	小学校・中学校教育職給料表
	一級
	一号給から三十二号給まで

	
	二級
	一号給から二十四号給まで

	公安職給料表
	一級
	一号給から三十二号給まで

	
	二級
	一号給から十二号給まで

	
	三級
	一号給から四号給まで


５　前項の規定により平成二十八年四月一日に減額改定対象職員であった者で非在職期間を有する等の減額改定対象職員から除かれるものは、同日から同年十二月三十一日までの全期間を通じて、職員として在職し、及び任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ引き続いて職員以外の次に掲げる者として勤務したものとする。

一　国又は他の地方公共団体の職員

二　独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人の職員

  三　国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人の職員

四　地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人の役員又は職員
  五　公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成十三年大阪府条例第七十一号）第十条に規定する株式会社の役員又は職員
６　附則第四項の減額改定対象職員となった日が二以上あるときにおける減額改定対象職員となった日とすべき日は、平成二十八年四月二日から同年十二月三十一日までの期間において減額改定対象職員となった日のうち最も早い日とする。ただし、当該期間において、新たに職員となった日が二以上ある者（任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて職員以外の前項各号に掲げる者となり、その後引き続いて職員となった者以外の者に限る。）については、当該日のうち最も遅い日とする。

７　附則第四項の職員として在職しなかった等の期間は、次に掲げる期間とする。

一　職員として在職しなかった期間
二　地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号。以下「法」という。）第二十六条の六第一項の規定による承認に係る期間、法第二十八条第二項の規定による休職の期間（給料が府から支給された期間を除く。）、職員の分限に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第四十一号）第五条（府費負担教職員の分限及び懲戒に関する条例（昭和三十一年大阪府条例第二十九号）の規定においてその例による場合を含む。）若しくは大阪府警察職員の分限に関する条例（平成二十四年大阪府条例第九十号）第二条の規定による休職の期間、法第五十五条の二第五項に規定する期間、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百十号）第二条第一項の規定により育児休業をしていた期間、同法第十条第一項の規定による勤務の期間、同法第十七条の勤務の期間、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十七第一項の派遣の期間（給料が府から支給された期間を除く。）又は外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和六十三年大阪府条例第一号）第二条第一項若しくは公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第二条第一項の規定による派遣の期間（給料が府から支給された期間を除く。）
三　第二条改正前給与条例第二十八条の二第一項、職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成七年大阪府条例第四号）第十六条第二項、職員の育児休業等に関する条例（平成四年大阪府条例第一号）第二十一条又は職員の高齢者部分休業に関する条例（平成十七年大阪府条例第百四十七号）第三条第一項の規定により給与を減額された期間

四　法第二十九条第一項の規定による停職の期間

五　第二条改正前給与条例第二十八条第一項の規定により給与を減額された期間

六　減額改定対象職員以外の職員であった期間
８　附則第四項の在職しなかった等の期間がある職員について減じる月数は、平成二十八年四月から同年十二月までの各月のうち次のいずれかに該当する月の数とする。

一　前項第一号、第二号、第三号又は第六号に掲げる期間のある月

二　前項第四号又は第五号に掲げる期間のある月（前号に該当する月を除く。）であって、その月について支給された給料月額が附則第四項に規定する給料及びこれに対する地域手当の月額の合計額に百分の〇・三を乗じて得た額に満たない月
９　附則第四項の規定にかかわらず、次に掲げるものの算出の基礎となる平成二十九年二月の給料月額は、調整前の給料月額とする。

一　第二条改正後給与条例第八条第一項の給料の調整額、地域手当、特殊勤務
手当、へき地手当、農林漁業普及指導手当及び第二条改正後給与条例第二十
六条の三第一項の教職調整額並びに時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜間
勤務手当の算出の基礎となる勤務一時間当たりの給与額

二　職員の退職手当に関する条例（昭和四十年大阪府条例第四号）第二条に規
定する退職手当

（平成二十九年二月に支給する任期付研究員及び任期付職員の給料月額に関する
特例）

10　平成二十九年二月に支給する第六条の規定による改定後の一般職の任期付研究員の採用等に関する条例第三条の規定により任期を定めて採用された職員及び第八条の規定による改定後の一般職の任期付職員の採用等に関する条例第二条各項、第三条各項又は第四条各項の規定により任期を定めて採用された職員の給料月額は、附則第四項から前項までの規定を準用する。

（扶養手当に関する経過措置）
11　平成二十九年四月一日から平成三十年三月三十一日までの間は、第三条の規定による改正後の職員の給与に関する条例（以下「第三条改正後給与条例」という。）第十三条第一項ただし書の規定は適用せず、同条第三項の規定の適用については、同項中「扶養親族たる配偶者、父母等については一人につき六千五百円（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が六級であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の級がこれに相当するものとして人事委員会規則で定める職員にあつては、三千五百円）、前項第二号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については一人につき一万円」とあるのは、「前項第一号に該当する扶養親族については一万円、同項第二号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については一人につき八千円（職員に配偶者がない場合にあつては、そのうち一人については一万円）、同項第三号から第六号までのいずれかに該当する扶養親族については一人につき六千五百円（職員に配偶者及び扶養親族たる子がない場合にあつては、そのうち一人については九千円）」とする。
12  平成三十年四月一日から平成三十一年三月三十一日までの間は、第三条改正後給与条例第十三条第一項ただし書の規定は適用せず、同条第三項の規定の適用については、同項中「扶養親族たる配偶者、父母等」とあるのは「前項第一号及び第三号から第六号までのいずれかに該当する扶養親族」と、「（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が六級であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の級がこれに相当するものとして人事委員会規則で定める職員にあつては、三千五百円）、前項第二号」とあるのは「、同項第二号」とする。
13  平成三十一年四月一日から平成三十二年三月三十一日までの間は、第三条改正後給与条例第十三条第一項ただし書の規定は適用せず、同条第三項の規定の適用については、同項中「扶養親族たる配偶者、父母等」とあるのは「前項第一号及び第三号から第六号までのいずれかに該当する扶養親族」と、「六級」とあるのは「六級以上」と、「前項第二号」とあるのは「同項第二号」とする。
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